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 Ⅰ  行財政改革プランの目的                 

 

このプランは、厳しい財政状況や社会情勢が大きく変化する中で、「第９期根室市総合計画

（以下「総合計画」という。）」に掲げる将来都市像「海と大地に根ざす『生産・交流都市』

ねむろ」の実現に向けた各種施策を着実に進めるためには、体力ある市政運営が不可欠とな

ることから、今後の市政運営の基本的方向の一つである「行財政改革」の取り組みを明らか

にし、「開かれた市政運営と市民協働」、「チャレンジする組織・人材」、「計画的で持続可能な

財政運営」の確立を目指すものです。 
 

行財政改革を進めるにあたっては、引き続き、事務事業や組織機構・職員定数の見直しな

どに努め、そこから生じる経営資源「人（人材）・カネ（資金）・もの（施設・設備）」を市政

運営や市民サービスの向上に振り向ける取り組みを進めていきますが、限りある財源の中で、

本市が直面する課題を解決し、将来世代に負担を先送りせず、市民の皆さんが将来に誇りと

愛着をもって暮らせるまちを実現していくためには、市民の皆さんに提供するサービス水準

の見直しや負担をお願いする場合も生じてきます。 
 

このため、市民皆さんの提案や意見を反映していくことが重要であり、必要な情報を分か

りやすく提供し、正しい現状認識を共有したうえで、市民と行政がともに考えともに行動す

る協働のまちづくりとなる改革を進めるとともに、社会経済情勢や地方分権の進展等に的確

かつ迅速に対応しながら、本市の価値を戦略的に高め、発展の道筋をつくっていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅱ  行財政改革プランの計画期間               

 

計画期間は、総合計画との連動性を確保するため、総合計画と同じ平成２７年度（２０１

５年度）から平成３６年度（２０２４年度）までの１０年間とし、前期・後期のそれぞれ５

カ年に分けた「改革実行計画」により、その取り組みを進めていきます。 
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“海と大地に根ざす『生産・交流都市』ねむろ”の実現に向けて 

市民と行政がともに考え 
ともに行動する協働のまちづくり 

 開かれた市政運営と市民協働 

 チャレンジする組織・人材 

 計画的で持続可能な財政運営 
 



 Ⅲ  行財政改革の現状と課題                   

 

我が国では、本格的な人口減少社会の到来、長引く景気の低迷、都市間競争の激化など、

社会経済情勢が大きく変化している中、平成２３年（２０１１年）３月に東日本大震災が発

生し、我が国の社会経済の様々な分野において大きな影響が生じている一方、市民生活の安

全・安心を守るためには、家族や地域の絆や支え合いなどが大切であるということを再認識

する契機となりました。 
 

本市の人口は、国勢調査によると昭和５０年（１９７５年）をピークに減少の一途をたど

っており、今後もさらに減少していくことが見込まれ、年代別の人口構成においても、全人

口に占める老年人口（６５歳以上）が、平成３７年（２０２５年）には約４割に達すると見

込まれており、高齢者など支えられる世代の増加とともに、働き手・担い手の減少が懸念さ

れています。 
 

また、市中経済情勢などと相まって、市税収入等の自主財源の大幅な伸びが期待できない

一方、社会保障関係費の増嵩や公共施設等の老朽化対策に伴う財政需要の増大など、市政運

営を取り巻く環境は、厳しさを増すものと見込まれ、市役所内部の経営資源をこれまでと同

様に維持し続けることは、困難となる可能性が大きくなっています。 
 

このような中、これからの社会構造の変化に対応し、市役所が持つ限られた経営資源を最

大限に活用して、新たな課題に対応できる市政運営を追求し、さらには、本市が将来にわた

り発展し続けるためには、市民、企業、行政がそれぞれの立場を超えて相互に支え合い、助

け合い、そして主体的に行動する継続的な協働関係を構築し、発展することが必要です。 
 

このため、市民が互いに支え合い、世代をつなぎ心豊かに暮らせるまちづくり、新たな魅

力を生み出し、都市部と幅広い交流ができるまちづくり、目標を共有し、ともに行動する地

域力の強いまちづくりにより、市民生活の質を高め、そのことが人と投資を呼び込み、本市

の成長と税収の増加を図り、さらに生活の質が高まるといった好循環をつくっていくことが

必要であり、未来を担う子どもたちに持続可能な地域社会をバトンタッチしていくためにも、

新たな時代にふさわしい行財政運営の仕組みを確立していかなければならない転換期を迎え

ています。 

 

１ 行財政改革の取り組み                      

本市は、国に先駆けて早くから行財政改革に取り組み、昭和５５年度（１９８０年度）

の第１次行政改革以降、平成２６年度（２０１４年度）まで、５次にわたって推進してき

ました。 
 

直近の第５次行政改革では、平成２２年度（２０１０年度）から平成２６年度（２０１

４年度）までの５カ年において、「市民の意識、視点に立った行政サービスの推進と職員の

意識改革」、「市民との協働による円滑な行財政経営の推進」、「自立可能な行財政基盤の確

立」の３つの基本方針のもと、社会経済情勢の変化に創造力と機動性をもって取り組み、

市民サービスの質の向上と健全な行財政基盤の確立を目指してきたところです。 
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■ 行財政改革の経過 

プラン名 実施期間 主な内容 主な実施項目 

昭和５５年度 

第１次行政改革 

昭和５５年度 

 

昭和５９年度 

○ 低成長経済時代に即応  職員定数４９名削減 

 職員給料１号俸昇給延伸 

 一般行政経費一律５％削減 

 福祉・青少年育成団体を除く補

助金一律１０％削減 

昭和６０年度 

第２次行政改革 

昭和６０年度 

 

平成 ６年度 

○ 行政水準の維持向上  職員定数３０名削減 

 職員時間外勤務手当削減 

 職員給料初任給引き下げ 

 一般行政経費一律５％削減 

平成７年度 

第３次行政改革 

平成 ７年度 

 

平成１６年度 

○ 硬直化する市財政の対応力回

復 

 職員定数８７名削減 

 特別職・職員給与独自削減 

 各種職員手当見直し・削減 

 経常経費５～１０％削減 

 予算枠配当方式・完全割当方式

導入 

平成１７年度 

第４次行政改革 

平成１７年度 

 

平成２１年度 

○ 簡素で効率的な行政システム

の構築 

○ 市民協働のまちづくりの推進 

○ 人事管理と給与制度の適正化 

○ 持続可能な財政構造の確立と

効率化の推進 

 課・係統廃合、スタッフ制導入 

 職員定数６７名削減 

 特別職・一般職員給与独自削減 

 独身寮・厚床支所・市役所第２庁

舎廃止 

 各種業務委託推進 

 指定管理者制度導入（８施設） 

 複数年契約委託導入 

平成２２年度 

第５次行政改革 

平成２２年度 

 

平成２６年度 

○ 市民の意識、視点に立った行政

サービスの推進と職員の意識改

革 

○ 市民との協働による円滑な行財

政経営の推進 

○ 自立可能な行財政基盤の確立 

 人材育成方針の基づく各種職員

研修の実施 

 庁内ネットワーク・各種システム構

築 

 情報提供コーナーの設置 

 職員出前講座の実施 

 市民活動ガイドブック発行・更新 

 市立はぼまい保育所指定管理者

制度導入 

 新行政評価システム導入 

 職員定数３０名削減 

 特別職・一般職員給与独自削減 

 各種職員手当見直し・廃止 

 下水道事業の経営健全化 
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■ 職員数の推移 

748
739 738

718 717 715 716 712

693

676
663

635

593

576
567

557
550 550 547

400

450

500

550

600

650

700

750

800

H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

（人）

 
※ 組織の統廃合、スタッフ制導入、アウトソーシングの推進、事務事業量に見合った人員配置等により組織のスリム化と

定員適正化を図ってきました。その結果、ピークの平成７年７４８名以降右肩下がりで職員定数が少なくなっていま

す。 

 

■ 職員給与費の推移 

3,617

3,353
3,303 3,304

3,193 3,199

3,291

3,106
3,028 3,012

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

百万円

 

※ 職員給与の適正化、定数削減、各種手当の見直し等を進めた結果、職員給与費総額が減少しています。 
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 ２ 本市の財政状況と課題                      

 
―（1）歳入の状況（一般会計）――――――――――――――――――――――― 

 

自主財源の根幹を成す市税収入は、税源移譲及び定率減税の廃止により、平成１９年

度（２００７年度）に増加したものの、市中経済情勢の長期低迷や労働人口の減少、原

油・原材料価格の高騰など内的・外的要因の影響により、平成２１年度（２００９年度）

から個人と法人の市民税が共に減少傾向に転じています。 
 

また、歳入の大宗を占める地方交付税（臨時財政対策債を含む）については、国の「三

位一体の改革」などの影響により、平成１６年度（２００４年度）に大幅に減少し、そ

の後の国による地方財政計画の見直しや社会保障費の増加等によって、平成２２年度（２

０１０年度）に一定の増加を見たものの、それ以降、再び減少傾向をたどっており、今

後も東日本大震災復興をはじめ、経済対策、社会保障など、国全体で多額の財源が必要

であることなどから、先々の見通しは不透明な状況となっています。 

 

■ 市税の推移 

976 993 1,063
1,279 1,314 1,272 1,241 1,176 1,178 1,187

229 256 256

253 267 223 231 216 239 211

968 999 953

988 991
969 990 1,014 939 961

313 303 304

299 284
277 291 332 330 361224 229 218

189 191
187 190 194 185 1882,710 2,780 2,794

3,008 3,047
2,928 2,943 2,932 2,871 2,908

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

百万円

合計

その他

市たばこ税

固定資産税

法人市民税

個人市民税
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■ 地方交付税の推移 

5,600 5,814 5,673 5,645 5,751 5,757 6,012 5,886 5,910 5,660

1,057
1,000

946 941 992 1,039
1,098 1,189 1,147

1,149

548 418
356 323

302
469

647 527 553
566

7,205 7,232
6,975 6,909

7,045
7,265

7,757
7,602 7,610

7,375

2,000

3,500

5,000

6,500

8,000

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

百万円

合計

臨時財政対策債

特別交付税

普通交付税
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―（2）歳出の状況（一般会計）――――――――――――――――――――――― 
 

これまでも行財政改革の取り組みなどにより、人件費や物件費の抑制を図る一方、長

引く景気の低迷や少子高齢化の進行などにより、この１０年間で扶助費は、約１．２倍、

一般会計から病院会計への繰出金も約１．９倍となっており、このことは、財政を硬直

化させる一つの要因となっています。 

 

■ 義務的経費の推移 

3,954 3,678 3,589 3,620 3,493 3,529 3,629 3,509 3,423 3,383

1,844
1,847 1,772 1,774 1,755 1,744

2,148 2,235 2,278 2,276

3,045
2,865

2,401 2,292 2,208 2,163
2,072 2,449
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0
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7,000

8,000

9,000

10,000
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経費の

計

公債費

扶助費

人件費

 

 

■ 特別会計繰出金・企業会計支出金の推移 

346 370 326 338 335 321 330 341 330 316

189 186 167 177 198 206 215 231 236 249
58 47

47 48 40 31 28 28 46 27

501

138 241

1,310

596
496

606 428 460
231

122

64 64

65

64
59

55

40 47

14

768

584

1,064

481

1,149
1,173

1,176
1,300

1,540

1,489

217

245

270

225
104

105
110 113

123

1222,201

1,634

2,179

2,644

2,486
2,391

2,520 2,481

2,782

2,448

0

500
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―（3）中期財政見通し ―――――――――――――――――――――――――― 
 

財政の硬直化が進む中で、現在、継続して行財政改革の取り組みを進めているととも

に、中長期的な視点に立った計画的な財政運営を行うため、毎年度の予算案発表に併せ

て、中期財政見通し、いわゆる「財政収支試算」を作成し公表しています。 
 

この「財政収支試算」は、予算案発表時点における諸条件を前提として、歳入・歳出

対策等を反映させていない仮定計算ですが、平成２７年（２０１５年）２月に作成した

「平成２６年度（２０１４年度）版」では、平成２８年度（２０１６年度）から平成３

１年度（２０１９年度）まで、合計６億円の財源不足が発生する見通しです。 
 

市内経済情勢の長期低迷や人口減少などにより、市税収入及び地方交付税の増加は、

容易に期待できない一方で、少子高齢化の進行による扶助費などの「社会保障関係費」

の増加をはじめ、「防災・減災対策」、「公共施設の老朽化対策」などの行政需要が確実に

見込まれます。 
 

本市が将来にわたって、行政サービスを持続的に提供していくためには、財政運営の

あり方や経営資源の配分について、さらなる見直しを進める必要があります。 

 

■ 財政収支試算表 ～平成２６年度（２０１４年度）版～               （単位：百万円） 

○ 区     分 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 

 

歳 

 

 

出 

 

義務的経費 7,888 7,745 7,818 7,722 

 

人件費 3,278 3,251 3,215 3,166 

公債費 2,280 2,155 2,255 2,199 

扶助費 2,330 2,339 2,348 2,357 

投資的経費 1,821 1,170 1,291 1,115 

 
普通建設事業 1,821 1,170 1,291 1,115 

災害復旧事業 - - - - 

その他の支出 6,504 6,466 6,311 6,449 

 うち病院会計繰出金 1,649 1,649 1,649 1,649 

歳出合計（Ａ） 16,213 15,381 15,420 15,286 

 

歳 

 

 

入 

 

市税 2,779 2,768 2,712 2,722 

地方交付税 6,539 6,451 6,452 6,439 

国・道支出金 2,808 2,675 2,702 2,665 

市債（臨時財政対策債含む） 1,636 1,215 1,277 1,157 

その他収入 2,040 2,121 2,265 2,277 

歳入合計（Ｂ） 15,802 15,230 15,408 15,260 

収支過不足額（Ｃ）＝（Ｂ）－（Ａ） △411 △151 △12 △26 
 

財政調整基金等繰入金 411 151 12 26 

財政調整基金等残高 1,185 1,034 1,022 996 
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―（4）社会保障制度と少子化・超高齢化・人口減少 ――――――――――――― 
 

本市の人口は、国勢調査によると昭和５０年（１９７５年）の４５，８１７人をピー

クに減少に転じ、昭和 62 年（1987年）に４万人を、平成２２年（２０１０年）には、３

万人を割り込み、平成 37年（2025年）の推計人口では、２万４千人を下回ると推計され

るなど、今後もさらに減少することが見込まれています。 
 

その一方で、老年人口の割合は増加を続け、平成３７年（２０２５年）には、総人口

に占める割合が約４割になると予測されており、高齢者福祉や医療・介護などの分野に

おいて、必要な経費の増加が見込まれ、このことは、主要な納税者である生産年齢人口

（１５歳～６４歳）の負担が相対的に高まっていくものとなり、市民生活のセーフティ

ネットとなる医療・介護などの社会保障制度を将来にわたり維持していくためには、世

代間のバランスに配慮しながら、全ての行政サービスや受益者負担全般について、見直

しを進めていくことが必要です。 

 

■ 人口の推移と将来推計（総計・生産年齢人口・老年人口） 

 

＜資料＞ 国立社会保障・人口問題研究所推計 

 

―（5）公共施設の老朽化対策 ――――――――――――――――――――――― 
 

本市では、更新時期を迎えている公共施設が数多く存在し、すべてを修繕・更新した

場合、これに係る経費が急増し、大きな財政負担が生じることになります。 
 

これまでも計画的な保守・点検や修繕・改修などにより、施設の長寿命化と経費の平

準化を図ってきましたが、既存施設の評価などを通じて、人口動態や年齢構成の変化に

応じた既存施設の配置の見直し、全体規模の適正化を図る必要があり、また、これらの

事業を進めるにあたっては、場合によっては、市債の活用が必要となりますが、事業を

一時的に集中させて、将来世代の負担が大きくならないよう、計画的な推進に努めてい

くことが不可欠となります。 
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■ 公債費と市債残高の推移 
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―（6）収入の確保 ―――――――――――――――――――――――――――― 
 

引く景気の低迷や人口減少などにより、主要な自主財源である市税や収入の大宗を成

す地方交付税は、今後、大きな伸びは期待できない一方、扶助費などの社会保障関係経

費や病院事業を維持するための一般会計からの繰出金の増加は、財政の弾力性を失い、

硬直化する要因となります。 
 

また、生産年齢人口の減少に伴い、生産消費活動の停滞なども懸念されており、税収

減の要因となることから、これまでにも増して、収入確保への取り組みが重要となって

います。 

 

―（7）市立根室病院の経営健全化 ――――――――――――――――――――― 
 

市立根室病院は企業会計である以上、独立採算制が原則ですが、地域の中核的医療機

関として地域センター病院や救急告示病院に指定されており、不採算部門などの政策医

療を担う公立病院としての医療提供体制が求められていることから、経営の健全化には

「公共性の確保」と「経済性の発揮」の両立を図っていくことが必要です。 
 

一般会計からの繰入金については、一般会計自体が厳しい財政運営を余儀なくされて

いる状況下で、かつ、その体力にも限界があることから、より適格な運用基準の検証と

診療収入の確保、経費節減に取り組み、経営形態の見直しや効率化、さらには全職員の

意識改革など、経営基盤の安定化に向けた努力が必要となっています。 
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 ３ 今後の行政運営の基本的な考え方                 

市民が将来に誇りと愛着をもって暮らせるまちづくりを実現するためには、市民、企業、

行政が、それぞれの立場を超えて、相互に支え合い、助け合い、そして主体的に行動でき

る環境をつくることが、これからの市役所にとって、重要な役割になるものと考えられ、

超高齢社会や人口減少社会といった社会構造の変化等に対応しうる市役所の実現を目指し、

次の２つの柱に基づき改革を進めます。 

 

―（1）社会構造の変化等に対応しうる行政運営 

「開かれた市政運営と市民協働」・「チャレンジする組織・人材」――――― 
 

人口減少、超高齢社会時代への突入は、将来にわたって、私たちの暮らしに様々な影

響を及ぼすことが予想され、また、ものが溢れる豊かな社会において、人々の意識は「も

のの豊かさ」から「心の豊かさ」を求めるものに変化してきています。 
 

加えて、平成２３年（２０１１年）３月に発生した東日本大震災は、「家族の絆」を考

えるきっかけとなり、こうした時代の変化を的確に捉え、限りある資源を有効に活用し、

本市の強みを生かしたまちづくりを進めるため、市役所の組織力向上や仕事の進め方等

の改革、さらには、新たな課題に対応可能な力を付けていく取り組みを進めていきます。 
 

また、市役所が積極的に市民や地域に関わり、高齢者や障がいのある方や子どもたち

など、支えが必要な人たちとのつながり、市民と地域をつなぐ役割を十分に発揮できる

よう、市役所のあり方を追求していくとともに、こうした取り組みを通じて、「課題対応

力」や「対話力」などを高め、「社会構造の変化等に対応しうる行政運営」を目指し、「開

かれた市政運営と市民協働」、「チャレンジする組織・人材」の２項目に取り組みます。 

 

―（2）計画的で持続可能な財政運営 ―――――――――――――――――――― 
 

人口減少と急速な少子高齢化の進行により、今後、歳入の伸びが見込めないばかりか、

歳出面でも超高齢社会に伴う社会保障給付費等の増大をはじめ、公共施設の更新需要が

確実に見込まれ、今後も厳しい財政状況が続くと考えられ、市民が安全・安心に暮らせ

るまちづくりのためには、根室の優位性や地域資源を最大限に活用した取り組みを継続

的に行っていくことが必要であり、行政評価システムの効果的な実行のもと、歳入・歳

出、職員定数、組織機構等の一体的な改革を進めます。 
 

公共施設の更新は、設置当初の目的・用途が時代とともに変化し、加えて、少子高齢

化の進行などにより、今後予想される行政需要や新たな政策課題への対応など、保有す

る既存施設の機能と必要性を再確認する必要があることから、今後必要とする施設サー

ビス等を整理した上で、計画的で効率的な対策を進めます。 
 

健全な財政を維持し、財政規律を保つことが、安全で安心な市民生活の持続・向上に

つながることから、財政基盤の強化と事務事業のさらなる見直しを進め、財政の硬直化

を防ぎ、将来世代に引き継げる「計画的で持続可能な財政運営」に取り組みます。 
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 Ⅳ  数値目標と推進項目                   

 取組１  -- 開かれた市政運営と市民協働 ------------------------- 

 
 

超高齢社会や人口減少社会を迎えるにあたって、これまでの「市民との協働のまちづ

くり」をさらに推進し、「地域のつながり」と「支え合い」の力を高め、誰もが安全・安

心に暮らせるまちづくりを進めていくことが大切です。 

このため、地域経済、都市基盤、子ども・高齢者、教育文化、自然共生など、様々な

地域課題に対し、多様なまちづくり活動がさらに広がり、連携が図られるよう、必要な

市政情報や地域情報の市民との共有を進め、市政への市民参画機会を充実させるととも

に、市民が将来に誇りと愛着をもって暮らせるよう、身近な地域活動の支援に取り組み

ます。 

また、多様な市民ニーズを的確に把握するとともに、市民との直接的な対話や議論に

よる共通認識や共感を通して、市民と市役所の信頼関係を一層高めるため、地域に出向

く機会を拡充するとともに、職員のコミュニケーション能力の強化に取り組みます。 
 

 

 数値目標  

指標名称 現状値 
平成３2年 
目標値 

平成３7年 
目標値 

ホームページへのアクセス件数 174,000件 180,000件 200,000件 

出前講座の実施回数 27回 30回 35回 

まちづくりへ参加したいと思う市民の割合 79.4％ 85.0％ 90.0％ 

 

 推進項目  
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① 市民とのコミュニケーション手法・媒体の多様化 

 分かりやすく正確な情報の提供 

 広報ねむろの多メディア化の検討 

 広報効果の調査・分析・活用 

 ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を活用した情報受発信機能の強化 

 コミュニケーション機会（対話の場）の充実 

② 市民からの提案・意見等への対応 

 各種アンケート調査の充実と分析・活用 

 各施設等における来庁者アンケート（満足度調査等）の実施・分析・活用 

③ 職員の対話力向上 

 職員の広聴マインド、対話力向上研修 

 

【推進項目１】 情報受発信とコミュニケーションの強化  
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① 市民活動の情報提供 

 広報紙・冊子・パンフレット・ホームページ・ＳＮＳ・ラジオ等による各種市民活動の

情報提供の強化 

② 市民参画機会の充実 

 市民参画機会の情報提供の強化 

 市民参画内容(議事録等)の公開 

 市民が抱える課題等の把握 

 市民意見や提案を市政運営に反映させるための取り組み強化 

③ 市政に対する子どもの関心度向上 

 児童・生徒向け「出前講座」の実施 

④ 地域の交流・ふれあいの場の創出 

 子どもから高齢者まで幅広い住民同士の交流・ふれあいの場づくり 

 若者のまちづくりに参加する仕組み・機会づくり 

 超高齢社会に応じた共助の仕組みづくり 

 企業の地域活動を促進する仕組みづくり 

 まちづくり・協働支援制度の時代に即した見直し 

【推進項目２】 市民参画機会の充実  



 

 取組２  -- チャレンジする組織・人材 --------------------------- 

 
 

社会情勢が大きく変化し、将来に対する不透明感が一層増している中にあって、市役

所がその役割をしっかりと果たしていくためには、市役所全体の業務執行能力をさらに

高める必要があり、限られた経営資源の中で、引き続き、効果的・効率的な組織づくり

に努めます。 

また、職員一人ひとりの仕事に対する意欲を向上させ、職員の力を高め、引き出すと

ともに、法令遵守や公務員倫理の確立・徹底を図り、不祥事のない組織づくりに取り組

みます。 

さらに、仕事の進め方の見直し、時代の変化等への対応に向けた職員能力の向上、既

存の経営資源の有効活用や超高齢社会を踏まえた市民サービスの向上などの取り組みを

進めていきます。 
 

 

 数値目標  

指標名称 現状値 
平成３２年 
目標値 

平成３７年 
目標値 

市の方針やトップの考え方が職場で共有されていると

思う職員の割合（職員意識調査） 
56.1% 65.0% 75.0% 

職場で業務改善を意識して取り組んでいると思う職員

の割合（職員意識調査） 
65.6% 75.0% 85.0% 

上司・同僚・部下の間で業務目標等の共通認識が図

られていると思う職員の割合（職員意識調査） 
59.8% 70.0% 80.0% 

 

 推進項目  
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① 時代に即した組織の構築 

 少子化対策や超高齢社会への対応、社会経済情勢の変化などに対応する組織・

機能の見直しの検討と実施 

 業務内容が市役所から民間に移管が可能で、かつ、市民サービスの維持が効率

的に図られる事務事業の民間移譲や民間委託の検討と実施 

 業務内容に伴う、多様な職員採用や雇用形態による人材活用と、これにより生じる

マンパワーを新たな行政課題等に重点配分（配置） 

 

【推進項目３】 効果的・効率的な組織体制づくり  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 窓口サービスの充実 

 接遇向上、施設環境改善の推進 

 分かりやすく正確な情報の提供 

② 行政手続きにおける利便性向上 

 市税等の口座振替、コンビニエンスストア・クレジット納付の促進と拡大 

 各種申請の際の添付書類削減の検討 

③ 適正かつ効率的な業務執行の実現 

 庁内共通庶務経理業務支援システムの作成 

 行政評価による効果的な点検・評価、同一事務事業等の統廃合 

 職員提案制度の改善・再構築による業務改善策の募集 

 業務改善事例の情報共有と積極的な活用 

④ 職員間コミュニケ―ションの活性化 

 全庁的課題について組織横断的プロジェクトチームによる検討 

 庁議の積極的な運用 

 課内ミーティングの活性化 

 

【推進項目５】 時代に即した業務執行と市民サービス  
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① 職員の課題認識・解決能力の向上 

 相手の意図を適切に把握し対応する能力、問題解決能力等の向上の取り組み 

 市役所の業務遂行に役立つ技能・知識等の習得促進 

 職員の政策形成・企画立案能力の向上の取り組み 

 専門技術職員の育成 

② 職員が意欲を持って働ける職場環境づくり 

 優れた取り組みを行った職員等への積極的な表彰 

 定期的な取り組み目標の設定による職場の一体感の醸成 

 職員の健康保持・増進のサポートの推進 

 ＯＪＴ（職場内研修）の推進によるノウハウ・知識・技術等の継承 

 人材育成・意欲向上につながる人事評価制度の導入 

③ 管理監督者のマネジメント力の強化 

 管理監督者の業務目標の設定と職場での共有化 

 業務目標達成に向けた管理監督者の指示・指導の徹底 

 管理監督者のマネジメント支援の強化（研修体系の見直し等） 

④ コンプライアンスの徹底 

 法令遵守や公務員倫理の徹底 

 法律の運用能力を高める研修の実施 

 

【推進項目４】 組織力の向上  



 取組３  -- 計画的で持続可能な財政運営 ------------------------- 

 
 

このプランの計画期間である平成２７年度(２０１５年度）から３６年度(２０２４年

度)までに見込まれる財源不足の解消と総合計画に位置付けられた施策事業を確実に実施

するために必要となる財源の確保を目的として、行政評価等も活用しながら、歳入・歳出

の全般にわたり一体的に見直しを進めます。 

市役所内部におけるコスト縮減努力を優先的に進めますが、市民の皆さんに協力をいた

だく内容も含まれていることから、特に重要なものについては、市民議論等を尽くすなど、

透明性を保ちながら進める一方で、土地や基金等の財産の有効活用を図り、市民サービス

への影響をできる限り抑えながら取り組みます。 
 

 

 数値目標  

指標名称 現状値 
平成３2年 
目標値 

平成３7年 
目標値 

健全化判断比率【実質赤字比率】 ― 13.42%未満 13.42%未満 

健全化判断比率【連結実質赤字比率】 ― 18.42%未満 18.42%未満 

健全化判断比率【実質公債費比率】 8.3% 25.0%未満 25.0%未満 

健全化判断比率【将来負担比率】 104.0% 350.0%未満 350.0%未満 

資金不足比率（公営企業会計） ― 20.0%未満 20.0%未満 

 

 推進項目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）歳出構造の見直し 

① 内部経費の縮減 

 一般経費の節約、事務執行・施設維持管理方法の工夫による経費節減 

② 人件費の見直し 

 効率的な執務・意識改革による時間外勤務の縮減 

 職員配置の見直し（効率的な配置、スクラップアンドビルドの徹底など） 

③ 特別会計繰出金の見直し 

 内部経費の縮減と人件費の見直し等による繰出金の見直し 

④ 企業会計繰出金の見直し 

 受益者負担の在り方の検証 

 抜本的な経営改善・効率化の取り組みによる繰出金の縮減 

 基準外繰出金の見直し（目的を検証したうえでの廃止・縮減） 

 基準内繰出金の見直し（収入確保や経費節減等の取り組み） 

⑤ 補助金の見直し 

 外郭団体等運営補助金、施設運営補助金の見直し 

 

【推進項目６】 計画的で持続可能な財政運営  
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※財政健全化法における財政の早期健全化や再生の必要性を判断するための指標 

 

 

各比率が基準以上の場合は財政健全化計画等を策定し財政の早期健全化や再生等を図ることとなります。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          
            

 

 

 

 

 
（２）事業の選択と集中 

① 投資的経費の重点化 

 公共事業の拡張型整備から計画的維持管理へのシフト 

 投資的経費の再検証と市民ニーズなどを的確に捉えた事業の実施 

 総合計画に位置付けられた施策事業への重点化 

 市民参画による行政評価の充実を図ったうえでの事務事業の選択と集中 

 投資的経費の重点化による市債発行の適正化と残高の縮減 

② 既存ストックの有効活用 

 公共施設の統廃合や補修、長寿命化など最適な管理方針を定める「公共施設

等総合管理計画」の策定 

 当該計画に基づく建替時期の分散化による財政支出の平準化 

 当該計画に基づく施設の用途転用や統廃合などによるストック規模の適正化 

 事後的な保全から計画的・予防的な保全への転換 

 将来の維持管理経費に備えた財源の確保（積立金・基金） 

③ 北海道、近隣自治体等との連携 

 連携可能な事業における北海道、近隣自治体と柔軟な連携・協力 
 

（３）サービス水準の見直し 

① 公共施設サービスの再検証 

 人口減少等の社会情勢の変化を踏まえた施設の必要性・規模・施設数・受益

者負担等の検討 

 民間活力の導入 

② サービス水準のあり方の検討、受益と負担のバランスの再検証 

 税を主たる財源とするサービス水準のあり方の検討と見直し 

 受益と負担の再検証と見直し 

 超高齢社会の進行に伴う従来の高齢者施策の再検証と見直し 

③ 社会情勢の変化に伴う見直し 

 当初の目的を達成した事業や必要性・効率性などが低下した事業の見直しと

代替事業の検討 

 少子化対策としての子育て支援の充実 
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（４）財政基盤の強化 

① 市税収入の維持・拡大 

 根室の強みを活かした産業の育成や企業誘致などの産業振興と雇用創出 

 国内外の観光客誘致の強化による地域の活性化 

② 市有財産の有効活用 

 未利用地（普通財産）の売却・貸付 

③ 収入・収納率等の向上対策 

 収納率の目標数値を設定した収納対策などの強化 

 「根室市債権管理マニュアル」の周知・認識と運用の徹底 

 各種債権に関する知識習得と適正な事務処理に係る認識強化 

 「収納対策プロジェクト」の定期的開催、ノウハウの確認・共有・継承 

 債権管理に関する規定の研究と検討 

 債権管理の徹底と滞納処分の強化 

 滞納の未然防止策の推進と納期内納付の促進 

 口座振替加入の促進とコンビニエンスストア・クレジット収納対象科目の拡大等

の検討 

 滞納者への効果的・効率的な催告の推進 

 債権差押をはじめとする滞納整理の推進 

 個人市民税の特別徴収義務者の拡大による現年課税分の徴収強化 

 公有財産、物品、印刷物等の広告媒体としての活用推進 

④ 課税客体の捕捉 

 市税等の未申告調査等による課税客体の捕捉 

⑤ 受益者負担の適正化等の検討 

 公平性・合理性、他都市の状況等を勘案した無料サービス・減免制度の見直し 

 国等の基準単価、他都市・類似施設等の単価との格差見直し 

⑥ 財政手法の見直し 

 部マネジメント機能の強化 

 予算編成における行政評価等の活用 

 新規事業と類似の既存事業の統廃合の検討（スクラップアンドビルド） 

 経常費の完全割り当て方式、臨時費の枠配分方式の継続と徹底 

 翌年度予算への再配分（インセンティブ予算）の継続と活用促進 

 事業予算シートによる予算編成プロセスの公開 

 財政調整基金等の適正な管理と将来世代への引継ぎ 

 財政健全化法に基づく各種指標の適正な水準の維持 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６次行政改革 

「根室市行財政改革プラン」 
 

海と大地に根ざす 

『生産・交流都市』ねむろ 

 

平成２７年(２０１５年)４月 

根室市総務部総務課（総務・防災担当） 

 

 


